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アジアの文脈における統合政策の枠組みのために














本稿は、 ヨーロッパ と日本の社会政策 ・都市政策にかんする比較研究の枠組をアジアの文
脈に活かすための試論である。 したがって、本稿の内容は、アジアよりもむ しろ 日本 とヨー
ロッパ との関係が中心になるだろ う。それは、筆者の力量はもちろんだが、比較研究の発達
してい るヨー ロッパに比べると、アジアにかん して扱 うことのできるデータが非常に少ない
か らでもあ り、このことは本稿の限界であることをあらか じめお断 りしておきたい。
本稿の関心である社会政策の比較社会学 とは何か。それは、各国の社会政策の比較そのも
のではなく、社会政策 を比較社会学的に考えること、つまり、社会政策の比較を通 して 「社会」
について考えること、言いかえれば私たちの生活は社会政策によってどのような影響を受け
ているのかを考察することである。
筆者がこれまで特に扱ってきたテーマは、移民 とい うよりもむ しろ貧困にかんす る問題で
あった。 しかも、途上国の貧困よりも、近年 しばしば 「新 しい貧 困」や 「社会的排除」、「プ





こで、今回は、 とくに外国人 ・移民の不安定な状況にたい して各国で どのような政策的な対
応が行われているのかとい うことに焦点を絞ってみたい。
本稿の主な関心は 「他者 に対す る社会的処遇」、つま り日本の社会が他者 に対 して、 ある
いは外国人や移民に対 してどのような扱いをしてきたのか、 どのような処遇 をしているのか
である。 このような関心にとっては、ゲオル ク・ジンメルによる 「貧者」の社会学的アプロー
チが手がか りになる。 ジンメル の貧困の定義によると、貧困は、貨幣の欠乏や物質的な レベ
ルの欠乏によって定義することはできない。む しろ、社会全体に貧困であるとみなされ、貧
者 としての扱いを受けていることによって貧困であるとい う。言いかえれば、被扶助者 とし






社会は貧者 を被扶助者 として処遇するのか。その理 由の1つ は、社会がまとま りを維持する
こと、社会的凝集(SocialCohesion)の 維持である。つま り、社会が社会 としての存立を維持
することが社会の目的であり、社会が貧者 を助け扶助するのは、社会がそのま とまりを維持
するためとい うわけである。
さて、このような概念的な話題か ら、今度は実際の 日本のケースに目を向けてみ よう。 日
本はこれまで外国人、移住者 に対 してどのような扱いをしてきたのだろ うか。 目本では1990
年代以降に多文化主義の言説が非常に広まった。多文化主義はカナダやオース トラリアなど
の政策をモデル としているが、 日本では、多文化主義はアカデ ミックな言説は ともか くとし
て、政策としては国 レベルで取 り上げられることはほとん どなかった。むしろ多文化主義に
率先 して取 り組んだのは地方自治体である。国レベルでは外国人に対する政策が十分 ではな
いため、代わりに地方 自治体が取 り組み始め、まず自治体 レベルで 「多文化共生」政策がキー
ワー ドとして広まったのである。 こ うして、 日本では1990年 代以降に多文化主義や多文化
共生などの言葉が流行にな り、制度化 されるよ うになる。役所のなかで多文化共生にかんす
る部局ができるなど、多文化共生政策が1990年 代以降に始ま り、現在 もそのような動きが
続いているのである。
しかしここ最近、 日本国内ではこの多文化共生政策に対する批判も生まれるよ うになって
いる。筆者が調査 している川崎市でも、多文化共生政策に対 して大きな批判が登場 し、注目
されている(朴2008)。 川崎市は日本の産業化に非常に大きな役割を果た した都市で、 日本
最大規模の京浜工業地帯に属 している。東京 に隣接す る川崎市には大企業や工場が集積 し、
第二次産業が発達 してきた。そのためここには戦前か ら工場で働 く在 日コリアンたちが多く
集まってお り、関東でもとくに韓国 ・朝鮮籍の住民が多い地域である。
川崎市は多文化共生政策の代表的な自治体 と言って もよく、1990年 代か ら市の政策がモデ
ル として全国の自治体に広まるようになった。例 えば川崎市から外国人市民代表者会議 とい
う会議が始まったが、現在では外国人が集住す る自治体で同じ種類の会議を設けているとこ
ろも少な くない。 日本では在 日外国人の政治的権利が弱 く、地方参政権 も存在 しないが、在
日の外国人を募って行政が意見を聴 く市民会議を始めたのが、この川崎市である。
また、 日本では通常、外国籍の人たちは公務員にはなれないが、川崎市では、外国人を有
期雇用でありなが らも、公務員 として雇用す る政策を とりいれた。その意味では、川崎市は
日本の自治体 としては非常に先進的な ところであると言ってもよい。 しか し、最近になって、
川崎市の中でも、この多文化共生政策に対す る批判 も現れるようになっている。今述べた在
日外国人を公務員に雇用できるといった政策にかんしても これは 「川崎方式」と言われ
ているが 、たとえ公務員になった としても、有期雇用であ り、 日本の国籍を持っている
人 と同様の処遇は受 けられない。そのため、多文化共生政策は、文化的な側面に力点が置かれ、
労働や雇用の領域にかんして十分な政策が行われていないとい う批判が生まれている。 これ




最近では 「統合への収斂」 と言われる現象が起き始めている。その他、EUの 社会統合閣僚
会議が開催 され、 ヨーロッパ移民 ・亡命協定が締結 されるなどの動きがあるが、ここでは紙
幅の都合上、日本の最近の動向に触れておきたい。
II日 本 における 「移民」政策の登場
最近では、「多文化共生」に対する批判が現れたことにあわせて、「日本型移民政策」といっ
たものが登場 している。 これまで 日本で は、「外国人」といったカテゴリーはあったが、「移
民」や 「移民政策」と言われることはそれほどなかった。 ところが、2008年 ころからは、「日
本型移民政策」が色々な政治的な場面で登場するようになった。 自民党の議員や経団連など
が 日本型移民政策を提言 し始めたのである。
その背景には、2000年 に国連が出した人 口減少 と補充移民についての報告書のなかで主張
されてい るように、人 口の減少に対 して補充移民を行 うべきだとい う考え方がある。 日本で
は 「入国管理政策」はあったが 「統合政策」はなかった と言われているが、現在の 日本型移
民政策で特徴的なことは、この時期になって改めて統合政策に言及するようになつたことで
ある。外国人の定住化が 日本でも増加 し、ゲス トワーカー とい う考えでは対応することがで
きなくなった。 とくにアジア系外国人や 日系ブラジル人な どを含むニューカマーの人たちに
対す る統合政第が必要となったために、外国人の社会統合 とい う課題 が新たな課題 として登
場 してきたのである。2008年 には自民党議員の一部から、元東京入国管理局長の書いたシナ
リオに したがって、 日本型移民政策が提案 されるようになった。 この 日本型移民政策では、
50年 で100万 人の移民を受け入れるとい う方針が提案 され、日本で大きな議論を呼び起 こす
ことになった。それに合わせて、2008年 の10月 には経団連か らも 厂人 口減少に対応 した経
済社会のあり方」とい う同様の 日本型移民政策の提言が行われた。
先ほど述べたように、この 日本型移民政策が現れた背景には、少子高齢化による人 口減少
とい う問題がある。 したがって労働力減少に対応するための補充移民が提案 され、さらには
50年 で100万 人の移民受け入れ、育成型 の移民受け入れの提案などが現れた。経団連の提言
では、も ともと高度な技能を持った人材を受け入れるとい う政策であったのに対して、 自民
党側の提言では、む しろ学生の受け入れ増加 と育成、その後 日本で就職 とい う、教育をセ ッ




に 「統合」 とい う言葉が 日本の政:策をめぐる言説の中で現れるようになった。 とくに2008
年からこのような言説が現れるようになったのだが、特にその中でも、自民党の議員や、比






移民に対 してどのような処遇をするのか とい うことが問題 となる。 日本の場合はとくに歴史
的な文脈 も考慮にいれる必要があるだろう。なぜなら日本はかつて帝国であり、その帝国の
中で 日本が他の民族に対して どのような処遇 をしてきたのか、そのさいの処遇のあり方の 日
本的な特徴や歴史的文脈などの背景もまた、現在の外 国人 ・移民に対する処遇のあり方を考
えるさいに考慮に入れる必要があると思われるか らである。




ンスである。第二の類型は 「分化 と隔離」で、これは ドイツやスイスが当てはまる。 また、
カースルズによれば、シンガポールを除 くアジア諸国のほとん どがこの分化 ・隔離の類型の
中に入 る(Castles2000)。 第三の類型が多元主義 ・多文化主義である。カースルズはオース
トラリア人であり、この多元主義 ・多文化主義モデルを理想 としてお り、同化や分化ではな
く多元主義、多文化主義が好ましいとい う結論である。この類型ではカナダ、オース トラリア、
オランダ、スウェーデンなどが多文化主義の代表 として分類 されている。 日本の統合モデル
がどの類型に当てはまるのか、とい うのがこの第一の問題である。
日本の統合にかんする第二の問題 として、植民政策 のモデルを取 り上げることができる。
このモデルは 「過去」に関わっている。 日本ではかつて植民政策にかん してどのようなこと
が語 られていたのだろうか。まず 日本で導入 された統合政策のモデル として、植民地住民に
たいする 「同化政策」とい う議論があった。 これは、大正デモクラシー期、帝国の中でもデ
モクラシーが比較的発達 した時期の首相だった原敬が代表的に進めた政策 と言われる。原敬
にはフランスの留学経験があり、フランスの統合モデルを 日本の植民政策に持 ち込んだのが
「同化政策」である。 これは 厂母国延長主義」 とも言われるもので、植 民地 とした国 こ






族の相違やその民族固有の文化を尊重 し、 日本人と分離 してお くべきと言われる。このモデ






独自の政治的な体制を持ちっつも、互いに協同するとい う考え方である。 さらに、東郷実 と
い う台湾在住の官僚は、他民族 との 「共生」を主張 していた。他の民族 と一緒に、ともに暮
らし共生す るとい う議論は、すでに戦前の 日本の植民政策のなかに、 しかも他民族を分断す
る分化政策 と共存 しながら、そ してその延長線上に存在 していたのである(小 熊1995)。
皿 概念地平 としての統合
これまで、同化 とい う概念に関連 して分化と、そ して共生の概念を歴史的な文脈か ら考え
てきたが、いまでは 日本では同化(assimilation)と い う言葉はそれほどポシティブな意味は
なく、む しろかな りネガティブな意味合いを持っていると言えるだろう。 しか し、 もちろん
この同化 とい う言葉は、 日本のようにネガティブな意味合いを持っている国もあるが、逆に
ポシティブな意味合い、あるいはそれほ ど規範的にネガティブな意味合いを持っていない場
合 もある。例えばアメ リカの場合は同化 とい う言葉はネガティブな意味はなく、アメリカ社
会学では今でも同化 とい う言葉はよく使 われている。シカゴ学派のロバー ト・パークから現
在の移民研究にいたるまで、同化 とい う言葉は学術用語 としても使用されてお り、この言葉
の受けとめられ方は国によってかなりの違いがある。
「同化」は社会の支配的な文化 ・価値への適応、厂共生」はエスニ ック集団のもつ多様な文
化の承認、「統合」はホス ト社会の制度への包摂を意味しているが、一般に 「同化」 と 「統合」
はほとん ど同じ意味で使われることがある。社会学で同化 とい う言葉は、とりわけエスニ ッ
ク集団の間の関係の分析にかんして使われているが、統合 とい う言葉は、民族間の関係の問
題だけではなくて、より一般的なシステム理論などを含めた、一般理論 として統合 とい う概
念が使われてお り、非常に広い範囲の意味を持っていると言 えるだろう。
では、移民の社会統合の文脈 において、最近の社会学の議論では統合をどのように考えて
いるのだ ろうか。まず、統合 とは 「概念地平」であると言われる。つま り、統合 とは決 して
あ り得ない、だれ もみな完全に統合 しているとい うことはあ り得ない。 けれ ども、統合 とは
っねに参照せ ざるを得ない仮想点であるとい う考 え方である。その他、統合は状態ではなく
プロセスであ り、単一の次元に還元 されない多次元的なものである。
表1移 民の社会統合の諸次元
1構 造 的 統 合StructuralIntegration
2文 化 的 統 合CulturalIntegration
3相 互 作 用 的 統 合InteractionalIntegration




この 「統合の多次元性」は、もともとはゴー ドンが提示 した類型をシュナペール とヘ ック
マ ンが言いかえたものである。アメ リカ人社会学者の ゴー ドンが 「構造的同化」と言ってい
たものを、フランス人のシュナペールらはヨーロッパの文脈に合わせて 「構造的統合」 とい
う言葉に言いかえたのである。社会統合にはいくつかの次元があ り、構造的、文化的、相互




合は、 自分の宗教的なアイデンテ ィティーなどを持つ ことができるなどの意味での統合であ
る。
先に社会学では統合は同化 よりも広い概念であると述べたが、 ドミニク・シュナペールは、
統合には2つ の側面があると述べる。第一の側面は社会への統合で、社会に統合 され るとい
う意味での統合である。つまり、個人やある集団が全体 としての社会に統合 されるとい うこ
コ 　 　 　 　
とで あ り、 これ を 「包摂Inclusion」 と言 いか えるこ とがで きる。第 二の側 面 は社会 の統合 、
っま り社会 のま とま りで ある。 いわ ば社会 そのものが しっか りと緊密 な関係 をもって結びっ










　 　 　 　
完全な統合 とい うのはあ りえない。第二に統合のプロセスは非線形的である。統合は時問 と
ともに統合 していくリニアなプ ロセスではなく、非線形的なプロセスをた どる。第三の特徴
　 　 　 　
は、統合の多次元性である。先ほど構造的、文化的統合に触れたが、統合は単一の次元か ら
成 り立つわけではない。統合は言語や文化の側面だけではなく、仕事や労働の側面だけでも
ない。ホス ト社会の文化に熟知 した り、仕事に就いているだけで統合されているとい うこと
　 　 　
はできないのである。統合の最後の特徴は多層性である。 ある個人や集団が地域社会の中で
統合 されているけれ ども、全体 としての社会、あるいは国民社会の中では統合 されていない









義 されている。その他に、ヨーロッパ連合の基本的価値の尊重を含むなどの項 目が挙げ られ
ている。最近では、この基本原則に合わせて、ヨーロッパ諸国の移住者に対する統合政策を
指標化 して現状を把握 し、各国の政策を収斂 させる目安とする試みが行われている。 この政
策指標化の試みのひとつが、MigrantIntegrationPolicyIndex(MIPEX)で ある。このプロジェ
ク トでは、EU25力 国にカナダ、ノル ウェー、スイスを加えた28力 国を対象に しており、各
国の政策指標、つまり移民の統合政策にかんする指標を140集 め、さらに6つ の次元に分類
している。労働市場へのアクセス、家族 の再結合、長期居住、政治参加、ナショナ リテ ィー
























MIPEXの データの特徴 と限界についてあらか じめ説明す ると、まず、このデータは大きく











の安定、地位 に関連する権利の5つ の次元でデータがとられている(表4)。 本稿 では、 こ
の移住家族の再結合に注 目し、 日本のデータを独 自に収集 して、EUを 含めた28力 国のデー
タに加えて分析を行った。分析の手続きとしては、まず5つ の次元をもとに四つの類型を構




ま り配偶者だけか、それ とも子供か、子供 も大人も含めてか、年老いた親 も含めるのかといっ


































ナ リティへのアクセス、長期居住、反差別)を 用いた多次元データ解析を行 うと、まず政治
参加 タイプの統合にはルクセンブルグや ドイツ、ノル ウェーなどが属 し、ナショナ リティー
へのアクセスを通 じた統合にはフランスやイギ リス、ス ウェーデン、家族や労働を通 じた統
合にはイタ リアやスペインなどが分類 された。最後に、ハンガ リーやカナダな どは反差別的
立法が特徴的である。 ここで注目できるのは、政治的次元の統合のなかでも、政治参加 とナ






先 ほど社会的包摂アプローチ、つま り社会への統合 について言及 したが、移住家族や移
民一般に対す る統合政策、あるいは貧困層の統合政策は、限定的な層を対象とした政策、つ
ま りターゲッ トを絞った 「社会的包摂」政策である。他方で、社会的凝集、つま り社会が ど
のようにまとまるのかとい うことは、ある特定の人たちに限られることではな く、壮 会全体
にかかわる問題である。例 えば社会保障や労働政策全般がそれにあたる。 したがって、社会
保障や労働政策は、「社会的凝集」政策であると考えられ る。そこでつぎに、これ らの関連、
つま り一般的な政策 とターゲッ ト化 した政策、ここでは移民政策 との関係を考えてみたい。
表5は 、エスピン ・アンデルセンの議論、つま り社会民主主義、保守主義、自由主義、家族




表5一 般政策 とターゲ ット化 した政策
ターゲッ ト化 した政策(移 民政策)






保守主義 フランス ドイ ツ 、 ス イ ス 、 オ ー
ス トリア
自由主義 アメ リカ イギリス カナダ、オース トラリア
家族主義 東アジァ
一般 的な政 策、つ ま り社 会的凝集 政 策 として 、 ここではOECDの デ ー タを用 いた社 会保
障支 出 の対GDP比 を指 標 に用い てい る。OECDデ ー タ はEU加 盟国す べ てが含 まれ るわ け
で はないが 、OECD諸 国 に限定 して類型 を作成 した。 まず この類型 では 、社会 的包摂 と社会
的凝集 が両方 ともプ ラスで あれ ばIntegrationと 言 える。 社会 はま とまって いるが移民や そ の
家族 が包摂 され てい ない場合 はExclusionと 言 えるだ ろ う。 た くさん人 は集 ま って くるけれ
ども、社会 に ま とま りがな く、社 会 の凝集 力 が欠 ける場合 に はDeregulation、 統合 が ほ とん
どあ りえない状態 をDisintegrationと 類型 化 し、各 国のデー タを も とに多次元デー タ解析 を同
様 に行 った。 その結果、 ス ウェーデ ン、ポル トガル、イ タ リア な どは、家族 、労働 市場 、反
差別、 ナシ ョナ リテ ィーへ のア クセ ス、政治参加 な どで いず れ も高い グル ープに入 り、ベル








あり方は国や社会によって異なる。 しか し、その違いを通 して私たちの社会 とい うのはどこ
に位置するのだろうかを考えることが本稿の問題意識である。まず、 日本は社会保障政策が
全体 として低い。それから、移民に対する政策 として、ナショナ リティー、家族の統合、反






評価 を行 うことによって互いに学習 し、政策を収斂させていくことを目指 している。 もちろ
んこれ は完全に収斂するものではな く、そもそもこうした比較の試みはヨーロッパ統合 とい
うヨーロッパ特有の政治的アジェンダのなかで現れてきたものである。 したがって、今回こ
こで試みたのは、各国の政策的な収斂よ りもむ しろ、各国の移民に対する処遇の多様なあり
方を比較することを通 じて、日本は どこにいるのか、 日本の社会はいったいどのような社会




それから、今回は移民をホス ト社会の側がどのように政策 レベルで受け入れるのか とい う課
題、つま り移民の社会統合、移民に対す る社会的処遇のあり方を主要な課題 としたが、アジ
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